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１．会社の現況に関する事項 
（１）事業の経過および成果 

平成２６年度は当社の「平成２４～２６年度経営計画 公共放送を支える創

造企業へ」の集大成となる極めて重要な年度であり、定着・浸透した経営理念

のもと、全社一丸となった事業展開と業務改革を進めてまいりました。 
ＮＨＫグループはもとより社会全体を取り巻く環境は依然として厳しいなか、

３か年経営計画の５つの重点施策に積極的に取り組みました。 
「ＮＨＫ本部機能への支援サービスの充実・強化」については、放送車両運

行・整備業務および防災センター実務の全面受託や、番組編成業務における支

援サービスの範囲の拡大等を実現しました。 
「地域放送局への支援サービスの展開」についても、全拠点局で地域支社を

開設し、経理・総務業務だけでなく車両運用、字幕制作、建築関連業務などで

幅広い支援を行い、収益の向上にも貢献しております。 
また、「ＮＨＫグループ企業への支援サービスの充実・強化」では、関連団体

のオフィススペースの再編・集約やシェアードサービスの推進、字幕制作支援

等を進めました。 
「新放送センター整備を見据えた支援サービスへの取り組み」については、

インテリジェントビルの現地調査の実施、また、センター移転へ向けた全社的

なプロジェクトを立ち上げましたが、新放送センター整備の検討状況が判明し

ておらず具体的な取り組みには至りませんでした。引き続きいかなるケースに

も対応できるよう取り組んでまいります。 
「経営基盤の整備・充実」では、監査体制を整備し本格実施を見据えた内部

監査の試行を開始しました。 
これら、３か年経営計画で計画した事項については、ほぼ予定どおり実施す

ることができました。 

当期の業績については、売上高は９９億５千４百万円（前期比５億６千８百

万円、６．１％の増）となりました。利益については、営業利益は９億１千９

百万円（前期比６千万円、７．１％の増）、経常利益は９億４千３百万円（前期

比６千８百万円、７．８％の増）、当期純利益は５億５千１百万円（前期比３千

２百万円、６．２％の増）となり、増収増益となりました。 

各事業の概況および成果は、以下のとおりです。 

 

【放送支援分野】 

〔台本・印刷事業〕 

 平成２６年度は、大河ドラマ「軍師官兵衛」、連続テレビ小説「花子とアン」
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「マッサン」の台本印刷を受注し、また「ＮＨＫfor School 利用ガイド 2015」
の印刷・製本、フレッシャーズ対策用クリアファイルの制作、ＮＨＫ手帳の制

作・販売等の大型案件の受注により、当期事業計画の売上目標額を確保するこ

とができました。 
平成２６年８月以降、当事業部の各グループ代表からなる「業務改革プロジ

ェクト」を設置し、議論を重ね事業部再生の枠組みを策定しました。この中で、

要員・業務体制の見直し、売上向上施策、コストの削減など業務改革の取組み

をさらに加速・強化していくこととしました。さらに１２月には、「売上向上全

体会議」を設置し、課題に対する具体策の検討・策定、売上進捗状況の確認・

対応など、迅速・的確な取組みの強化を図っていきました。この業務改革の取

組みを社員一人ひとりが認識することで収支の適正化に対する意識を高めると

ともに業務の生産性向上に反映させることができました。 
この結果、売上高は８億７百万円（前期比７百万円、０．９％の増）となり

ました。 
 

〔番組編成事業〕 
平成２６年度は、８月の豪雨による広島市の土砂災害や９月の御嶽山の噴火

など自然災害における緊急報道や、任期を２年近く残して実施された１２月の

衆議院選挙に的確に対応するなど、年度を通じて、番組プログラム、データ放

送・ＥＰＧ（電子番組表）などの編成業務と、基本情報ページ、ＢＳオンライ

ン、ＦＭポータルサイトなどのＷｅｂ関連業務を着実に遂行しました。 
編成業務の委託は４月と７月に分けて大きく拡大して、ラジオ・テレビ欄関

連業務では７月から総合テレビも受託して、ＮＨＫのすべてのメディアを受託

することになりました。また、ＥＰＧ２００字業務も、４月から総合・Ｅテレ

を新たに受託してすべての映像メディアを受託するなど、すでに受託している

番組プログラム関連業務と併せて番組編成決定後からオンエアまでの編成業務

をほぼすべて受託することになりました。 
この結果、売上高は５億５千１百万円（前期比３千１百万円、６．０％の増）

となりました。 
 

〔音楽・図書事業〕 
音楽・図書事業では約６千件の音楽資料のデータ作成と登録、約４千件の図

書資料のデータ作成と登録を行いました。 
また、番組制作に必要とされる資料の購入や寄贈からの選定、地方局も含め

た利用者へのレファレンス、膨大な資料の中からより正確に素早く検索できる

ようにシステム改修の考案などサービス向上のための提案など行いながら迅速
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に対応しました。 
この結果、売上高は７千１百万円（前年度比０．８百万円の減、▲１．２％）

となりました。 
 

〔放送車両事業〕 

 ＮＨＫ車両の運行・整備が全面委託になって２年目になり、５名の運転職を

採用するなど要員の整備を図り、報道・番組制作の支援体制を強化しました。 
 ８月の豪雨による広島市の土砂災害、９月の御嶽山の噴火などの自然災害で

はいち早く現地に入るなど素早い対応を行い、要員交代をしながら１ヶ月間総

力をあげて支援を続けました。 
また、１２月に行われた衆議院選挙では１１月の衆院解散から１２月中旬の

投開票まで１ヶ月近くにわたり的確で確実な車両運行で選挙報道を支援しまし

た。 

 一方、発災から４年を経過した東日本大震災被災地支援では、岩手県宮古市

の宮古報道室に衛星IP伝送中継車１車両１名を通年で派遣、また、福島局へは

CSK（衛星中継車）とミニバスの２車両２名を通年で派遣しています。被災地

への派遣は３月末までの延べで車両数は委託、自社合わせて６,５３６台、要員

数は８,６７０人になり、被災地報道を支え続けました。 

 この結果、売上高は６億９千１百万円（前期比９百万円、１．４％の増）と

なりました。 

 

【インフラ支援分野】 

〔テナント事業〕 

快適なオフィス空間の提供を目指し、平成２６年度はビルの空調機更新工事

を第一共同ビル（３か年計画の最終年度）と第七共同ビルで完了しました。 

第二共同ビルでは、共用部分の環境改善等のリニューアル第Ⅰ期工事（５～

７階）を実施し、テナント満足度向上に大きく寄与しています。 

ＮＨＫグループ各社の効率的な業務遂行を支援するオフィススペースの再 

編・集約化は２年度目に入り、平成２６年１０月にＮＥＰ本社が、２７年３月

にはＭＴ本社が、それぞれ第三共同ビル内で移転を完了しました。 

また、新たなオフィス需要に対しては、第三共同ビル白洋舍本社スペース 

など２つの物件を確保し、２社に提供しました。 

この結果、売上高は３５億７千６百万円（前期比５億１千５百万円、１６. 

８％の増）となりました。 
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ＮＨＫ放送センターの建替整備地が依然不透明な状況下ですが、将来的な 

ＮＢＣテナント事業の基盤づくりを進めるため、全社的なプロジェクトを立 

上げ検討に着手しました。 

 

〔局舎管理事業〕 

警備業務については、セキュリティーゲートの一層の安定運用による不審者

入館防止など危機管理の徹底に努めるとともに、受付も含め警備と接遇両面か

ら親切・丁寧な来訪者対応に努めました。 
 特に、平成２６年４月からの防災センター実務全面受託に伴い、組織・要員

体制を見直し、放送センターの安心・安全の確保に努めました。 
 清掃・環境整備業務では、ＮＨＫの環境経営に呼応した省エネリサイクルを

推進し、メール・宅配業務では、すべての宅配便および宅配メールの X 線透視

検査を３６５日実施し、安全管理を徹底しました。更に「宅配便センター」の

体制整備に取り組み、平成２７年度から到着便・発送便管理業務の新規受託に

結び付けました。また、消防署による検査などにＮＨＫと協力して対応し、適

正化に向け関係者の指導に努めました。 
 各業務の遂行にあたっては、安全・安心、良好な環境の確保に努め、総合的

なインフラ支援の役割を果たしたほか、実務請負業者に対しても適切な業務指

導などを実施し、安定的な業務運営を推進しました。 
 この結果、売上高は８億８千９百万円（前期比４百万円の減、▲０．５％）

となりました。 
 

〔技術事業〕 

 放送センターの電力・環境運用業務については、老朽化した設備の更新や補

修を行いながら２４時間安定な運用を続けています。また前年度から自主業務

で設計を担当したＮＨＫ自家発燃料タンクの整備は２月に完成。これに並行し

て B－SAT 社のタンク増設も設計・監理を担当し、２７年５月に完成させる予

定です。 
 蒸気発生機更新工事についても設計・監理を受注し、３か年におよぶ一連の

工事の末、無事１１月から全面運用を開始したほか、施工条件の難しい北館の

無停電電源装置更新も選挙の影響がある中で、年度内に無事完成しました。 
 設備施工業務においては、昨年度実施した技研セキュリティーシステムの追

加工事を受注したほか、衆議院選挙およびＦＩＦＡワールドカップ、ＡＦＣア

ジアカップなどの大規模な番組の為の布線工事等を実施しました。 

 また、２７年度にかけての大規模工事である放送センター内ＮＴＴドコモア
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ンテナ工事は６月から現場調査に入り、度重なる調整・準備を経て３月から配

線工事を集中的に実施し、大きな売上を得ました。 

 この結果、売上高は計画を大きく上回る８億４百万円（前期比４１百万円の

減、▲４．９％）となりました。 

 なお、３月には特定建設業（電気通信工事）の許可を取得し、今後に向けて

より高額の元請工事の受注を可能としました。 

 

〔千代田放送会館、放送技術研究所の建物管理事業〕 

 千代田支社は、会館にて緊急報道に備え２４時間体制で常駐する映像取材ク

ルーや会館出入者および車両の監視業務を昼夜を問わず実施するとともに、生

放送の討論番組の警備体制を強化するなどセキュリティー確保に万全を期しま

した。 
また、空調設備の運用と衛生面についても番組収録時や入居団体・入館者に

対して快適な環境提供に努めました。建物の経年劣化や機能強化にも技術力を

生かして適切な対応を図るとともに施設の円滑な運用を行いました。 
この結果、売上高は、２億１千８百万円（前年比１百万円の減、▲０．６％）

となりました。 
技研支社では、平成２５年度に引き続き、技研ビルセキュリティーシステム 

整備の支援を行いました。セキュリティーゲート設置に伴う各種作業の円滑な

推進の支援を行うとともに、アンチパスバックシステムの導入など、新システ

ムの安定的な運用と定着に取り組み、技研ビルの安全・安心の確保に努めまし

た。 
また、新規受託業務として、ＮＨＫ放送技術研究所の固定資産・備品調査業 

務を受注するなど、業務の拡大に努めました。 
さらに、効率的できめ細かな冷房用熱源機運用に継続して取組んだ結果、電 

力使用量は２５年度実績を下回るとともに、ＮＨＫの環境経営が設定したオフ

ィス部門の電力使用量を２５年度より３％減らす目標もクリアしました。 
 この結果、売上高は、２億８千１百万円（前年比１百万円の増、０．６％）

となりました。 
 

【事務支援分野】 

〔人材派遣事業〕 

 人材派遣では派遣などの成約件数については、ほぼ前年度を維持することが 
できましたが、派遣期間が短い派遣数の増加、派遣者数が前年度比月平均約 
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１０名減とＮＥＰの受託業務の終了などにより人材派遣の売上高は前年度を下

回りました。 

また、衆議院選挙ではＮＨＫからの緊急で大量の派遣要請に対応するととも

に、ＮＨＫの直接雇用スタッフ採用代行業務にも積極的に取り組みました。 

ＮＨＫグローバルメディアサービスから受託している東京・大阪・名古屋・ 

福岡・仙台のニュース字幕と、東京で実施している「あさイチ」などの生番組

字幕、「ためしてガッテン」などの完プロ字幕のオペレーション業務について、

安定的に運用を行いました。 

さらに、従来とは異なる簡易なシステムでのニュース字幕のオペレーション

業務を広島局より新たに受託し、確実に実施しました。 

この結果、人材派遣事業部の売上高は、５億５千６百万円（前期比６千４百

万円の減、▲１０．４％）となりました。 

 

〔調達・管財事業〕 

 調達事業では、スーパーハイビジョンの設備整備や災害時の放送設備の機能

強化などとともに、新たに関東甲信越放送局の業務支援を行いました。ＮＨＫ

から１５，２００件、１，７４０億円規模を受託し、公正・透明な手続きを徹

底するととともに、競争契約の推進とコスト低減に努めました。 
 管財事業では、アナログ放送終了により不要となった全国の放送所資産売却

の契約手続きを完了したほか、ＮＨＫの固定資産・備品の適正な管理・運用の

徹底に努めました。 
この結果、調達・管財事業の売上高は、４億８千３百万円（前期比１千３百

万円の増、２．９％）となりました。 
放送記念品事業では「軍師官兵衛」「花子とアン」をはじめＮＨＫの番組とタ

イアップしたオリジナル商品、「どーもくん」や「ななみちゃん」のキャラクタ

ー商品、世界遺産カレンダーなど１５４品目をタイムリーに提供し、番組協力

への謝礼、ＮＨＫへの理解促進に活用されました。取扱件数は１３，５２８件

でほぼ前期並みでしたが、１件当たりの個数が減少したため、記念品の取扱金

額は１億６千１百万円と前期比７．０％の減となりました。 
 放送記念品事業全体の売上高は、２億３千２百万円（前期比８百万円の減、

▲３．６％）となりました。 
 

〔総合事務センター事業〕 

ＮＨＫ職員・スタッフの諸届審査、勤務・給与、退職事務などの人事・総務

管理業務や、ＮＰＯＲＴ・ＳＭａＲＴの運用・管理業務、ＩＤカードの発行・
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管理業務などについて安定したサービスの提供を行うとともに、ＮＨＫ職員の

採用事務局業務では公共放送を支える有為な人材の確保に向け、周知・広報イ

ベントの強化を図りました。 
また、ＮＨＫグループを対象として、家族増減、住所変更、人事履歴などに

関する事務業務のシェアードサービスを実施しています。 
これらの結果、売上高は５億６千５百万円（前期比４千２百万円、８．１％

の増）となりました。 
 

〔地域事業〕 

平成２６年度は、調達・管財業務および建築関連業務の受託開始にあわせ、

札幌および松山に支社を開設しました。このことにより、ＮＨＫの全ての拠点

局に支社が設置され、業務支援サービスの充実・強化を図るとともに、ＮＨＫ

地域放送局の効果的・効率的な業務運営に貢献できる体制を整備することがで

きました。 
 大阪、名古屋、広島、福岡、仙台各支社では、これまでに受託した調達・管

財業務、総務業務、車両運用調整業務について、サービスの向上に努めるとと

もに、透明性が高く、かつ効率的な業務の実施に取り組みました。 
 また、これまでの受託業務に加え、名古屋支社では車両運用調整業務を、広

島支社では総務業務および建築関連業務をそれぞれ受託しました。 
 新たに開設した札幌支社では調達・管財業務および建築関連業務を、松山支

社では調達・管財業務をそれぞれ受託しました。 
 各支社の受託業務と売上高は、以下のとおりです。 
 
大阪支社   総務業務  調達業務           ３千６百万円 
名古屋支社  総務業務  調達業務  車両運用調整業務 ４千２百万円 
広島支社   総務業務  調達業務  建築関連業務   ４千５百万円   

車両運用調整業務 
福岡支社   調達業務  福岡放送会館建物運用管理業務 ４千７百万円 
仙台支社   調達業務  管財業務           １千８百万円 
札幌支社   調達業務  管財業務  建築関連業務   ２千１百万円 
松山支社   調達業務  管財業務           １千１百万円 

合計  ２億２千３百万円 
 

【その他】 

平成２７年度からの内部監査の本格実施を目指して、平成２６年７月に社長
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直属の内部監査部を設置しました。内部監査部では、１１月に「内部監査規程」、

「内部監査実施要領」を整備するとともに、「平成２７年度内部監査計画」を作

成し、これらに基づき、年度後半の１２月より内部監査の試行を開始しました。 
 試行は、人材派遣事業部、局舎管理事業部、広島支社の３部門について実施

し、監査結果については、社長、役員会に報告するとともに、３月１２日に開

催した取締役会にも報告を行いました。 
 これら３部門の試行結果の検証を踏まえて、平成２７年度より経営目標の達

成および業務運営の改善に資する内部監査を本格的にスタートさせます。２年

間で全部門を実施する計画で、初年度は９部門を予定しています。 
 この内部監査の実施により、当社においても、「監査役監査」および新日本監

査法人による「会計監査」と併せて三様監査の体制が整いました。 
 

各事業の売上高は、以下のとおりです。 

各  事  業 売上高 構成比 
対前年度 
増減率 

合     計 9,954 百万円 100.0％ 6.1％

放 送 支 援 分 野 2,122 百万円 21.3％ 2.3％

台 本 ・ 印 刷 事 業 807 百万円 8.1％ 0.9％

  番 組 編 成 事 業 551 百万円 5.5％ 6.0％

音 楽 ・ 図 書 事 業 71 百万円 0.7％ ▲1.2％

放 送 車 両 事 業 691 百万円 6.9％ 1.4％

イ ン フ ラ 支 援 分 野 5,770 百万円 58.0％ 8.9％

テ ナ ン ト 事 業 3,576 百万円 35.9％ 16.8％

局 舎 管 理 事 業 889 百万円 8.9％ ▲0.5％

技 術 事 業 804 百万円 8.1％ ▲4.9％

千代田会館管理事業  218 百万円 2.2％ ▲0.6％

技研ビ ル管 理事 業  281 百万円 2.8％ 0.6％

事 務 支 援 分 野 2,061 百万円 20.7％ 2.5％

人 材 派 遣 事 業 556 百万円 5.6％ ▲10.4％

調達管財事業（ 記 念 品 除 く ） 483 百万円 4.9％ 2.9％

調 達 管 財 事 業 （ 記 念 品 ） 232 百万円 2.3％ ▲3.6％
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各  事  業 売上高 構成比 
対前年度 
増減率 

総合事務センター事業 565 百万円 5.7％ 8.1％

地 域 事 業 223 百万円 2.2％ (43.6％)

  

 （ 大 阪 支 社 ） (36 百万円) (0.4％) (▲6.5％)

 （名古 屋支 社）  (42 百万円) (0.4％) (42.5％)

 （ 広 島 支 社 ） (45 百万円) (0.5％) (66.0％)

（ 福 岡 支 社 ） (47 百万円) (0.5％) (5.5％)

 （ 仙 台 支 社 ） (18 百万円) (0.2％) (31.8％)

（ 札 幌 支 社 ） (21 百万円) (0.2％) ― 

（ 松 山 支 社 ） (11 百万円) (0.1％) ― 

（注）金額は、表示単位未満の端数を切り捨て、％は円単位で算出し、小数点

２桁目を四捨五入により表示しています。 
 
（２）対処すべき課題 

平成２７年度は「平成２７～２９年度経営計画」の初年度として、経営計画

の確実な達成に向け、スタートをきる重要な年度です。全社を挙げて売上高目

標９５億円、営業利益８億円の確保に取り組み、生産性の向上と業務改革を確

実に実行します。 

ＮＨＫ本部・地域放送局への支援サービスについては、ハイブリッドキャス

ト関連業務など番組編成業務の支援範囲を拡大します。また、本部のニュース

字幕拡充へ的確に対応するとともに、札幌・松山局のニュース字幕を受託する

ほか、名古屋局で考査モニター関連業務も新たに受託します。 

ＮＨＫグループ企業への支援サービスについては、テナント各社のオフィス

スペースの再編・集約化の完結、８月から開始する給与関連業務のシェアード

サービスを確実に実施します。 

経営基盤の整備・充実については、内部監査の本格実施、リスク管理の強化、

規程の新設・整備などコーポレートガバナンスの強化とコンプライアンスを徹

底します。また、環境にやさしい経営、ＣＳＲ活動に積極的に取り組むととも

に、人材を育成し働きがいのある職場づくりを目指してまいります。 
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（３）設備投資等の状況 
当事業年度中において実施した設備投資等の主なものは、次のとおりです。 

当事業年度中に完成した主要設備 

 

第一共同ビル 空調機更新工事（テナント事業部）１億１千６百万円 

第二共同ビル 共用部分の環境改善等（テナント事業部）１億９百万円 

第二共同ビル オフィス集約化工事（テナント事業部）１千２百万円 

 上記とその他投資を含め、当事業年度の設備投資総額は、３億９千万円とな

りました。 

 なお、これらに要した設備投資資金は、全額自己資金をもって充当いたしま

した。 

 

（４）資金調達の状況 
該当事項はございません。 

（５）事業譲渡・吸収分割又は新設分割の状況 
該当事項はございません。 

（６）事業譲受の状況 
該当事項はございません。 

（７）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得の状況 
該当事項はございません。 

（８）吸収合併又は吸収分割による他の会社の事業に関する権利義務の承継の

状況 
該当事項はございません。 

（９）財産及び損益の状況の推移 

区    分 
32 期 

(24 年 3 月期) 

33 期 
(25 年 3 月期) 

34 期 
(26 年 3 月期) 

35 期 
(27 年 3 月期) 

売 上 高 9,286 百万円 9,198 百万円 9,386 百万円 9,954 百万円

営 業 利 益 756 百万円 848 百万円 858 百万円 919 百万円

経 常 利 益 803 百万円 870 百万円 875 百万円 943 百万円

当期純利益 498 百万円 534 百万円 519 百万円 551 百万円
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１株当たり当期純

利益 
709 円 37 銭 760 円 19 銭 738 円 90 銭 784 円 48 銭

総 資 産 14,433 百万円 14,565 百万円 14,639 百万円 15,334 百万円

純 資 産 8,081 百万円 8,412 百万円 8,742 百万円 9,110 百万円

（10）主要な事業内容 

事 業 名 主な業務内容 

各種印刷物の制作事業 

台本、番組広報資料、各種マニュアルなどの編

集・制作、 

ホームページや電子文書の制作、コンピュータ浄

書などの楽譜制作など 

労 働 者 派 遣 事 業 
ＮＨＫおよび関連団体などへの人材派遣・字幕制

作オペレーション業務 

ＮＨＫへの事務支援事業 

放送番組の編成に関する各種情報・データ作成、

番組出演・取材協力謝礼などに使用する放送記念

品の調達・管理、 

音楽・図書資料の管理やデータ作成、 

番組制作や取材などに必要な設備・資材の調達、

ＮＨＫが保有する固定資産の管理・運用、施設管

理および建築関係工事関連業務 

給与計算や人事データベースの管理など総合事

務センター業務、採用事務関係業務など 

テ ナ ン ト 事 業 
関連団体など入居ビルの管理・運営、建物工事の

監理・施工など 

局 舎 管 理 事 業 
放送センター警備、受付、制作フロア、メール・

宅配便、清掃、会館運用などの管理 

技 術 事 業 
放送センター電気・空調設備の運用・保守・管理、

通信ケーブル等配線工事など 

放 送 車 両 事 業 
ＮＨＫからの受託車両および自社車両等の運

行・管理、車両運用調整など 
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事 業 名 主な業務内容 

千 代 田 放 送 会 館 な ど 
建 物 管 理 事 業 

千代田放送会館、放送技術研究所ビル、福岡放送

会館の総合管理・運用 

 

（11）主要な事業所等 

事業所名 所 在 地 部 署 名 

本   社 東京都渋谷区神南１－１３－８ 
経営企画室 

人材派遣事業部 

リスク統括室 

放 送 セ ン タ ー 
事 業 所 

東京都渋谷区神南２－２－１ 
ＮＨＫ放送センター内

台本・印刷事業部 

編成事業部 

音楽・図書事業部 

放送車両事業部 

局舎管理事業部 

技術事業部 

調達・管財事業部 

総合事務センター 

経営企画室 

（企画管理部） 

営業拠点事業所 
東京都渋谷区神山町７－１０ 

いちご渋谷神山町ビル内

台本・印刷事業部 

テナント事業部 

千代田放送会館 
事 業 所 

東京都千代田区紀尾井町１－１ 
千代田放送会館内

千代田支社 

放送技術研究所ビル 
事 業 所 

東京都世田谷区砧
１－１０－１１

ＮＨＫ放送技術研究所内
技研支社 

大 阪 放 送 会 館 
事  業   所 

大阪府大阪市中央区大手前
４－１－２０

ＮＨＫ大阪放送局内
大阪支社 

名古屋放送会館 
事 業 所 

愛知県名古屋市東区東桜
１－１３－３

ＮＨＫ名古屋放送局内
名古屋支社 
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事業所名 所 在 地 部 署 名 

広 島 放 送 会 館 
事 業 所 

広島県広島市中区大手町
２－１１－１０

ＮＨＫ広島放送局内
広島支社 

福 岡 放 送 会 館 
事 業 所 

福岡県福岡市中央区六本松
１－１－１０

ＮＨＫ福岡放送局内
福岡支社 

仙 台 放 送 会 館 
事 業 所 

宮城県仙台市青葉区錦町 
 １－１１－１

ＮＨＫ仙台放送局内
仙台支社 

札 幌 放 送 会 館 
事 業 所 

北海道札幌市中央区北３条    
４－１－１ 

ＮＨＫ札幌放送局分館内
札幌支社 

松 山 放 送 会 館 
事 業 所 

愛媛県松山市堀之内５ 
 

ＮＨＫ松山放送局内
松山支社 

 

（12）従業員の状況 

従業員数 前期末比増減数

４７５名 １１名増 

(注) 従業員数は、就業人員であり臨時従業員数は含まれておりません。 

 

（13）重要な親会社の状況 
当社の親会社はＮＨＫであり、当社の株式総数の 14.2％を保有しています。

当社は、ＮＨＫの以下の業務を受託、受注しました。 
○ 警備・ビルメンテナンスなど建物及び付帯設備の運用管理、環境  

維持 

○ 建物及び付帯設備に関する工事の設計、監理、施工及びその営繕、

保守 

○ 放送車両の運行管理等に関する業務 

○ 放送番組の編成に関する各種情報・データ作成及び放送に関する情 

報処理 
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○ 経理、人事・給与・福利厚生に関する事務 

〇 会議室・テープ保管庫の賃貸 

○ 印刷物の制作、管理 

○ 番組出演謝礼等に使用する放送記念品の調達・管理 

○ 音楽・図書資料の調達、管理、運用、データ作成 

○ 労働者派遣事業 など 

 

（14）主要な借入先 

借入先 借入額 

みずほ銀行 ２００百万円 

 
 
２．会社の株式に関する事項 
（１）発行可能株式総数   １００万株 
（２）発行済株式総数   ７０万３千株 
（３）株主数          １５名 
（４）株主の状況 

株 主 名  持株数 持株比率 

株 式 会 社 Ｎ Ｈ Ｋ 出 版 227,200 株 32.3％

日 本 放 送 協 会 100,000 株 14.2％

清 和 綜 合 建 物 株 式 会 社 68,500 株 9.7％

日 本 土 地 建 物 株 式 会 社 68,500 株 9.7％

株 式 会 社 Ｎ Ｈ Ｋ ア イ テ ッ ク 59,600 株 8.5％

株 式 会 社 Ｎ Ｈ Ｋ エ ン タ ー プ ラ イ ズ 45,652 株 6.5％

株 式 会 社 Ｎ Ｈ Ｋ ア ー ト 32,200 株 4.6％

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 30,400 株 4.3％

株式会社ＮＨＫグローバルメディアサービス 25,938 株 3.7％

株式会社ＮＨＫメディアテクノロジー 19,230 株 2.8％
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株 主 名  持株数 持株比率 

株 式 会 社 Ｎ Ｈ Ｋ エ デ ュ ケ ー シ ョ ナ ル 10,430 株 1.5％

Ｎ Ｈ Ｋ 営 業 サ ー ビ ス 株 式 会 社 4,950 株 0.7％

株 式 会 社 Ｎ Ｈ Ｋ プ ロ モ ー シ ョ ン 4,800 株 0.7％

株 式 会 社 Ｎ Ｈ Ｋ 文 化 セ ン タ ー 4,800 株 0.7％

東 新 紙 業 株 式 会 社 800 株 0.1％

３．会社の役員に関する事項 

（１）取締役及び監査役の氏名等 

地 位 氏  名 担 当 重要な兼職の状況 

代表取締役
社 長 

八 幡 恒 二

 
 
全体統括 

株式会社日本プレスセンター

取締役(非常勤) 

医療法人財団放友クリニック

評議員 

取 締 役 穴 澤   勝
代表取締役社長職務代

行者 

テナント事業部担当 

株式会社 サンセイ 

取締役（非常勤） 

取 締 役 大光明 宏 和 技術事業部担当  

取 締 役 臼 井 健 一

代表取締役社長職務代

行者 

経営企画室担当 

地域事業推進室担当 

台本・印刷事業部担当 

 

取 締 役 横 田   晋 局舎管理事業部担当 
株式会社 サンセイ 

監査役（非常勤） 

取  締 役 堀 江 堅一郎
建設業経営業務管理責

任者 
 

取 締 役 

(非常勤) 
溝 口 明 秀

 株式会社ＮＨＫ出版 

代表取締役社長 

取 締 役 
(非常勤) 

中 澤 庄 平

 株式会社 

ＮＨＫエンタープライズ 

常務取締役 
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地 位 氏  名 担 当 重要な兼職の状況 

取 締 役 

(非常勤) 
柳   辰 哉

 日本放送協会 

総務局 局長 

取 締 役 

(非常勤) 
松 本 俊 博

 日本放送協会 

編成局 編成主幹 

監 査 役 

(非常勤) 
宇 野 和 照

 株式会社 

みずほ銀行 

営業第十八部 次長 

監 査 役 

(非常勤) 
横 溝 尚 令 

 日本放送協会 

関連事業局 副部長 

（注）当期における取締役等の地位・担当の変更は、以下のとおりです。 
変更期日 氏  名 変更前 変更後 

平成 26 年 6 月 30 日 臼 井 健 一 新 任 取締役（常勤） 

〃 横 田   晋 新 任 取締役（常勤） 

〃 堀 江 堅一郎 新 任 取締役（常勤） 

〃 松 本 俊 博 新 任 取締役（非常勤） 

〃 澤 辺   寛 常務取締役 退 任 

〃 山 﨑 秋一郎 取締役（非常勤） 退 任 

 

（２）当該事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額 

区  分 支給対象者 報酬等の額 

取 締 役 ７名 ４１百万円

監 査 役 ―   ― 

合   計 ７名 ４１百万円

（注１）当事業年度末の人員数は、取締役１０名、監査役２名ですが、うち   

取締役４名、監査役２名は無報酬であり、上記人員には含まれており

ません。 
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（注２）報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれており

ません。 
 
 

４．業務の適正を確保するための体制 
当社が、業務の適正を確保するための体制として平成２２年７月２９日開

催の取締役会で決議し、その後平成２６年２月１４日開催の取締役会で改定

した事項は、次のとおりです。 
 

（１）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制 
① 当社は、コンプライアンスの徹底を図るため、「コンプライアンス規程」

を定める。同規程に基づき、社長を委員長とする「コンプライアンス推進

委員会」を設置し、全社的に法令遵守が確保される体制をとる。 
また、取締役、使用人を含めた行動規範として、「ＮＨＫビジネスクリエ

イト倫理・行動指針」を定め、その遵守を図る。 
   組織または個人による法令違反・内部規程違反等の不正行為等について、

その事実を会社として速やかに認識し、会社のコンプライアンスを推進す

るため、「コンプライアンス通報制度規程」を定める。同規程に基づき、「通

報窓口」などを社内に効果的に周知し、適宜、法令等の遵守状況をモニタ

リングする。 
② 取締役会については、「取締役会規程」を定め、その適切な運営を確保し、

定例で開催するほか、必要に応じて随時開催し、取締役間の意思疎通を図

るとともに相互に業務執行を監督し、法令・定款違反行為を未然に防止す

る。 
万一、取締役が他の取締役の法令・定款違反行為を発見した場合は、直 

ちに監査役および取締役会に報告するなどして、その徹底を図る。 
③ 同様に、社長、常勤役員ほかで構成する役員会については、「役員会規程」

等、執行役員については「執行役員制度規程」を遵守し、職務執行の法令・

定款への適合を確保する。 
また、監査役は、取締役の職務執行、経営機能に対する監督強化を図る。 

④ コンプライアンス関連の研修、社内報等による啓発、個人面談などの機

会を捉えての指導・助言などによる意識向上に努め、全社的な法令遵守の

一層の推進を図る。 
 

（２）取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制 
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①「文書管理規程」の整備によって、資料の扱いを明文化し、取締役の職務

の執行に係る情報の保存および管理に適正を期す。 
②「株主総会議事録」、「取締役会議事録」、「役員会議事録」については、 
関連資料とともに、「文書管理規程」に基づいて適切かつ確実に経営企画室

に保存・保管する。 
 
（３）損失の危機の管理に関する規程その他の体制 
① 当社は、当社の業務に係るリスクとして、投資的リスク、下請法等法令

違反につながるリスク、企業機密・個人情報への不正アクセス・漏洩等情

報セキュリティー的リスク、事故・災害リスクなどを認識し、これらのリ

スクの発生防止に係る管理体制の整備、発生したリスクへの対応等に関わ

る事項を定めた「リスクマネジメント規程」を定める。また、特に個人情

報および情報セキュリティーに関するリスクに留意し、「個人情報保護規

程」、「情報セキュリティー規程」を定めて、社内周知を図る。また、公共

放送グループの一員としての自覚を持ち、常に企業運営の面で社会的な指

弾を受けることのないよう十分注意を払う。 
②  新たなリスクが発生した場合および危機管理の対応については、「リス

クマネジメント規程」に基づき「危機対策本部」を設置して、速やかに対

応責任者となる取締役を定める。 
③ リスク管理の徹底を図るために、社内研修等により全社的な認識の向上 

を図る。 
 

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
① 職務分掌に関する諸規定を定め、取締役および各部門の所管と権限を明 

確にし、経営に関する意思決定および職務執行を効率的かつ適正に行う。 
② 重要な意思決定については、常勤取締役等による役員会などにより多面 

的に検討し、慎重に決定する仕組みを設ける。 
③ 年度事業計画を策定し、事業ごとの目標値を設定し、業績を把握し、適 

宜見直しを行う。 
 

（５）会社並びにその親会社および子会社から成る企業集団における業績の適

正を確保するための体制 
① 当社の親会社にあたるＮＨＫの子会社等の事業が適切に行われることを

目的として、「関連団体運営基準」により、事業運営およびこれに対するＮ

ＨＫの指導・監督等に関する基本的事項が定められており、当社も該当し

ている。 
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② ＮＨＫは、「関連団体運営基準」に関する事項およびＮＨＫが指定する 
事項について、監査法人等に委嘱して関連団体の業務監査を実施し、監査

法人等の報告に基づき、関連団体に対し必要な指導・監督を行っており、

当社も該当している。 
③ ＮＨＫの監査委員会が当社に対し事業の報告を求め、または業務および 

財産の状況を調査する場合には、当社は、適切な対応を行う。 
④ ＮＨＫは、全国民の基盤に立つ公共放送の機関として、不偏不党の立場 

を守って、放送による言論と表現の自由を確保し、豊かで、良い放送を 
行うことを目的とした法人である。 
また、放送法により、ＮＨＫに対する公共的規制は、国民の代表である

国会を中心として行われ、毎年度の予算・事業計画は国会での承認を要し

ている。 
⑤ ＮＨＫには、経営方針その他その業務の運営に関する重要事項を決定す

る権限と責任を有する経営委員会が設置され、会長等による業務の執行と

監督の機能とが明確に分離され、適正なガバナンスが確保されており、業

務の実施にあたっては、「ＮＨＫ倫理・行動憲章」の策定、「視聴者視点に

よるＮＨＫ評価委員会」の設置、「通報・相談窓口」の整備などにより、適

正が確保されていると理解している。 
 

（６）監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 
① 監査役の職務を補助する部を経営企画室とする。 
② 監査役より監査業務に必要な命令を受けた経営企画室員は、その命令に 

関して、取締役、経営企画室長の指揮命令を受けない。 
 

（７）取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役へ

の報告に関する体制および監査役の監査が実効的に行われることを確保す

るための体制 
① 取締役または使用人は、法定の事項に加え、当社に重大な影響を及ぼす 

事項の内容を、監査役にそのつど報告するものとする。 
② 監査役は、いつでも必要に応じて、取締役および使用人に対して報告を 

求めることができる。 
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